熊本県収用委員会　会長　塚本　侃　殿
　　　　　　　　　　　　　　　    　  　　　平成14年９月９日

８月26日収用委員会における論点に関し、意見書を提出します。　　 　　　

　　　　　「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本一規

１．通損補償の主張について
(1)「通損補償」の主張は増額要求

　８月26日の収用委員会において、毛利正二ら代理人板井弁護士は、「補償額に通損補償が含まれていない。追加するか、追加しない限りは却下せよ」、「追加するか却下するか、のいずれかだ」と主張された。これは明らかに補償金の増額要求を含む主張である。後に、塚本会長から「却下の主張なのか、それとも増額要求なのか」と尋ねられた時には「却下」との答えであったが、国土交通省が却下か増額かの二者択一を迫られた場合に増額をとることは明らかであり、そうである以上、この主張は「却下」の衣をまとった増額要求にほかならない。

 (2)収用の際に「通損補償」を新たに盛り込むことは不可能

　しかし、任意交渉において含まれていなかった「通常生ずる損失の補償」(以下、通損補償)が、収用の際に含まれるようになることは、「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」(以下、要綱)に照らしてあり得ない。

　なぜなら、要綱は、「公共用地の任意買収から土地収用の段階に至るまで一貫して適用されうるような統一的基準の確立を目的としたもの」(『公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の解説』23頁)であり、任意交渉において含まれていなかった通損補償を収用の際に含めることは、要綱の制定趣旨に反するからである。また、もしも、任意交渉において含まれていなかった通損補償が収用の際に含まれるようになることがあれば、以後、あらゆる任意交渉が一切成り立たなくなる恐れさえ生じるからである。

　収用の際に、任意交渉において提示された補償額が微調整されることはあり得る。しかし、その場合も、あくまで要綱に基づく算定式に則っての微調整(例えば、平年漁獲量や純収益率などを新たに得られたデータに基づいて修正するような微調整)に限られ、通損補償を新たに加えることなどできない。

したがって、任意交渉において含まれていなかった通損補償を収用の際に含めることは、要綱に照らして不可能である。

(3)通損補償が支払われるのは大規模な埋立のみ

　任意交渉において含まれていなかったためのみならず、通損補償の性質に照らしても、

本件の場合に通損補償を払うべきとは言えない。

通損補償は、漁場の大部分が消滅し、漁業を廃止ないし休止しなければならないときに資本・労働の遊休化に対して支払われるもので、数十年前のコンビナート造成のような大規模な埋立においては支払われたものの、近年の埋立やダムにおいては支払われていない。

　通損補償は、漁業を廃止ないし休止しなければならないときに支払われるものであるから、支払うべきか否かを左右する最大の因子は、漁場依存率、すなわち、漁場の何パーセントが収用・使用されるかにある。川辺川ダムの場合の漁場依存率は、収用では約0.6％、使用では約６％に過ぎず、この程度の漁場依存率で通損補償をみることは不可能である。

(4)大多数の漁民の主張は「ダムは要らない」

球磨川・川辺川における漁民のダム反対運動は、「ダムは要らない」という運動であり、「補償額を上げろ」という運動では決してない。

そのことは、私に委任している三室・木本・小鶴・元村の四氏が６月24日に収用委員会に提出された次の文書から明らかである。

「補償額については、総代会及び総会を通じて一切の論議はなく、今、既設のダムがある中で、球磨川全域の漁業が維持され繁栄があるのは、清流日本一の川辺川の存在があるからです。既設の３つのダムは漁業にとって百害があって一利もない事を証明しています。その上に川辺川ダムを造る事は、球磨川全域の漁業が壊滅します。この事を一番知っているのは、漁業者です。損害を被るのも漁業者です。

私共が前記のとおり補償額について云々しないのは、既設のダムの５０年近くに亘る教訓と将来の漁業を考えると、被害が大きすぎて、仮にとはいえ、補償額がいくらなら納得できるなど申し上げられません」。

　漁民の意見陳述において、私に委任している漁民は10名枠一杯を使って陳述したのに対し、板井・松野弁護士らに委任している漁民からは毛利・吉村両氏のみだったことから明らかなように、川辺川ダムに反対している漁民の大多数は、「ダムは要らない」という運動をしているのであって、決して「補償額を上げろ」と主張しているのではない。

　毛利正二ら代理人による通損補償の主張は、補償金の増額要求、しかも法的に全く実現するはずのない増額要求であり、川辺川ダム反対の漁民運動の質を貶めるものにほかならない。

２．「各人別の補償算定」について

　毛利正二ら代理人は、「各人別に補償額を算定すべき」と主張している。

　しかし、確かに、要綱第５条は「個別払いの原則」をうたっているものの、以下に述べるように、総有説に基づけば、「各人別の補償算定」の主張をするのは誤りである。

国土交通省は、総有の財産権の場合には、各人別に見積ることが困難である、と考えている。要綱第５条には「ただし、各人別に見積ることが困難であるときは、この限りでない」と但し書きが付いているが、『公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の解説』には、各人別に見積ることが困難である場合の例として「総有の財産権」が挙げられている。

しかし、正確に言えば、総有の財産権の場合には、各人別に見積ることは誤りである。総有が「単に多数人の集合にとどまらない一個の団体が所有の主体であると同時にその構成員が構成員たる資格において共同に所有の主体であるような共同所有」（広中俊雄『物権法下巻』）と定義されていることから明らかなように、総有の財産権は、入会集団の構成員が構成員たる資格において持つ権利であり、権利を現に行使しているか否かによって権利の有無が左右されるわけではないからである。すなわち、入会集団の構成員は、現に権利を行使しているか否かに関わらず、構成員であることに基づいて権利を持っているのである。いわば、入会集団の構成員全員が「潜在的権利者」であり、そのうち、現に権利を行使している者が「顕在的権利者」となるのである

共同漁業権も同様である。第一種共同漁業権の漁業権行使規則の制定・変更・廃止は入会集団(関係組合員集団)が定めるが、「関係組合員」の定義は、「組合員のうち、沿岸漁業を営む者であって、関係地区に住所を有する者」(漁業法８条３項)である。つまり、「第一種共同漁業を現に営む者」ではなく、「関係地区に住み沿岸漁業を営む者」が入会集団の構成員とみなされているのである。したがって、関係組合員全員が「潜在的権利者」であり、そのうち現に権利を行使している者が「顕在的権利者」になるのである。

漁業補償の配分基準が、通常、均等割(組合員の間で平等に分けられる)と被害割(被害の程度に応じて分けられる)から成り、例えば、「補償金の４割を均等割で配分、６割を被害割で配分」などと決められることも、「潜在的権利者」と「顕在的権利者」を反映している。すなわち、「均等割」は「潜在的権利者」の間での配分、「被害割」は「顕在的権利者」の間での配分を意味しているのである。もしも、共同漁業権を有する者が「顕在的権利者」に限られるならば、均等割が配分基準に含まれるはずはなく、全額を被害割に基づいて配分するか、あるいは、初めから各人別に算定されるはずである。

共同漁業権は入会集団(関係組合員集団)の総有の権利であるから、その侵害に伴う漁業補償金も関係組合員集団の総有の財産になる。入会集団は、内部的には構成員全員の同意を得るとともに対外的には一つの団体として一つの意思表示をする「入会集団の総員一致の原則」を持つから、漁業補償金は、関係組合員全員の委任状を取った者(通常は漁協だが、必ずしも漁協でなくてもよい)が一括して補償金を受け取り、然る後に関係組合員全員の同意を得た配分基準に基づいて配分されることになる。

我妻栄鑑定書も、補償金の帰属や配分に関して次のように述べている。

「共同漁業権が適法に放棄されて、補償金に変じたときには、その補償金は、当該漁業権の主体である実在的総合人に、分割されない一体として、帰属し、その実在的総合人を規律する慣行的規範（おそらく全員一致の協議を原則とする）にしたがって分割されてはじめて、その構成員たる漁民に帰属するに至ると解すべきである」。
以上のことから明らかなように、総有の財産権への補償にあたっては、入会集団の構成員(潜在的権利者)全員の委任状を取った者に一括して支払い、然る後に、構成員全員の同意を得た配分基準に基づいて配分すべきであり、現に権利を行使している「顕在的権利者」のみを補償対象者とし、各人別に算定することは誤りである。
したがって、毛利正二ら代理人が、「入会集団は組合員集団」とする誤った総有説とはいえ、いやしくも総有説を主張している以上、「各人別に算定すべき」と主張するのは、誤りであり、自己矛盾である。

　なお、社員権説に基づけば「各人別に算定すべきか否か」がいかに判断されるか、については、答えは明らかと思われるが、国土交通省が説明すべき問題であり、私からは一切説明する必要はない。

３．法に適い、理に適い、情に適う主張を

松原下筌ダム建設に対し、蜂の巣城を築いて最後まで抵抗した室原知幸氏は、「公共事業は、法に適い、理に適い、情に適うものでなければならない」と公共事業を批判した。室原氏の主張自体もまた、「法に適い、理に適い、情に適うもの」であった。それは、建設省の役人にも感銘を呼び、室原氏の没後、建設省の手によって氏を偲ぶ本が作られたほどである。

政・官・財の癒着構造のもとに進められてきた公共事業は、税金を無駄遣いし、国や自治体の財政を回復不可能なまでに悪化させている。また、山、川、海などの自然を鉄とコンクリートで固める公共工事が全国で進められ、日本の自然環境は危機に瀕している。そのため、「公共事業は税金の無駄遣い」との声が彷彿とあがり、全国各地で公共事業に反対する運動が展開されている。

しかし、公共事業に反対する運動もまた、室原氏の闘いと同様、「法に適い、理に適い、情に適うものでなければならない」。そうではなく、反対のためには手段を選ばないようなやり方、とにかく相手に難癖をつければいいというやり方では、たとえ公共事業を止められたとしても、それが真の世直しにつながることはあり得ない。

同じくダム反対派である毛利正二ら代理人の主張に反論を加えたのは、以上のように考えるからである。

収用委員会での「共同漁業権の帰属」論争をつうじて、とりわけ条文説明要求書のやり取りをとおして、共同漁業権が関係漁民集団の総有の権利であることは、いまや明らかになった。

川辺川ダムに反対する漁民の大多数は、この三年間余り、「共同漁業権は、漁協の権利ではなく、関係漁民集団の総有の権利である」との認識に基づいて、「法に適い、理に適い、情に適う」主張を貫いてきた。その主張によって川辺川ダムが止まるであろうことは、もはや疑いないことである。
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